
お
知
ら
せ

募
集
し
ま
す

催
し
物

教
室
・
講
座

ス
ポ
ー
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お
知
ら
せ

募
集
し
ま
す

催
し
物
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室
・
講
座

ス
ポ
ー
ツ

　令和元年(2019年)６月号　第1175号 　令和元年(2019年)６月号　第1175号　 89

消
費
税
の
軽
減
税
率
制
度
説
明
会

一
宮
税
務
署☎

０
５
８
６(

72)

４
３
３
１  

 

１
０
０
５
０
５
７

▼
と
き　

６
月
20
日
(木)
、
７
月
22

日
(月)
、
８
月
21
日
(水)
、
９
月
20
日

(金)
①
午
前
10
時
〜
11
時
②
午
後
２

時
〜
３
時
▼
と
こ
ろ　

一
宮
税
務

署
大
会
議
室
（
一
宮
市
栄
四
丁

目
）
▼
対
象　

事
業
者
の
方
▼
内

容　

消
費
税
率
引
き
上
げ
に
伴
い

実
施
さ
れ
る
消
費
税
の
軽
減
税
率

制
度
に
つ
い
て

国
府
宮
駅
周
辺
再
整
備
の

ま
ち
づ
く
り
基
本
計
画
説
明
会

市
役
所
都
市
計
画
課

☎

０
５
８
７(

32)

１
４
８
６  

 

１
０
０
５
０
４
１

▼
と
き　

６
月
30
日
(日)
、
午
前
10

時
〜
11
時
30
分
▼
と
こ
ろ　

総
合

文
化
セ
ン
タ
ー
ホ
ー
ル
▼
内
容　

ま
ち
づ
く
り
基
本
計
画
の
説
明
、

今
後
の
進
め
方
に
つ
い
て
な
ど

1005075

稲
沢
市
都
市
と
緑
の
マ
ス
タ
ー

プ
ラ
ン
策
定
委
員
会

市
役
所
都
市
計
画
課  

☎
０
５
８
７(

32)

１
３
６
２  

 

１
０
０
４
６
７
４

　

希
望
す
る
方
は
傍
聴
で
き
ま

す
。

▼
と
き　

６
月
28
日
(金)
、
午
後
２

時
▼
と
こ
ろ　

市
役
所
議
員
総
会

室
▼
定
員　

10
人
（
先
着
順
）
▼

内
容　

令
和
２
年
度
か
ら
令
和
11

年
度
を
計
画
期
間
と
す
る
都
市
計

画
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
（
市
の
都
市

計
画
に
関
す
る
基
本
的
な
方
針
）

と
緑
の
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
（
市
の

緑
地
の
保
全
及
び
緑
化
の
推
進
に

関
す
る
基
本
計
画
）
の
策
定
委
員

会
▼
申
し
込
み　

当
日
、
午
後
１

時
〜
１
時
30
分
に
、
市
役
所
都
市

計
画
課
へ

県
立
特
別
支
援
学
校
体
験
入
学

市
役
所
学
校
教
育
課

☎

０
５
８
７(

32)

１
４
３
６

　

来
年
度
入
学
予
定
で
、
障
害
が

あ
る
と
思
わ
れ
る
子
ど
も
を
対
象

に
、体
験
入
学
を
実
施
し
ま
す
。　

● 

知
的
な
発
達
の
遅
れ
の
あ
る
方

▼
と
き　

小
学
部
…
①
９
月
５
日

（木）
②
９
月
11
日
（水）
、
中
学
部
…
①

９
月
６
日
（金）
②
９
月
11
日
（水）
▼

と
こ
ろ　

県
立
い
な
ざ
わ
特
別

支
援
学
校
（
一
色
森
山
町
。☎

教
科
書
展
示
会

市
役
所
学
校
教
育
課

☎

０
５
８
７(

32)

１
４
３
６

　

小
・
中
学
校
で
使
用
し
て
い
る

教
科
書
を
展
示
し
ま
す
。

▼
と
き　

６
月
８
日
（土）
〜
30
日
（日）

（
月
曜
日
を
除
く
）
▼
と
こ
ろ　

中
央
図
書
館
調
べ
も
の
室　

早
期
教
育
相
談

市
役
所
学
校
教
育
課

☎

０
５
８
７(

32)

１
４
３
６

　

発
達
が
気
に
な
る
乳
幼
児
期
〜

入
学
前
の
子
ど
も
の
保
護
者
を
対

０
５
８
７(

35)

２
０
０
５
）

●
手
足
が
不
自
由
な
方

▼
と
き　

①
７
月
５
日
（金）
②
10
月

10
日
（木）
▼
と
こ
ろ　

県
立
一
宮
特

別
支
援
学
校
（
一
宮
市
杉
山
。☎

０
５
８
６(

78)

４
６
３
５
）

●
病
気
で
療
養
し
て
い
る
方

▼
と
き　

①
７
月
10
日
（水）
②
10
月

29
日
（火）
▼
と
こ
ろ　

県
立
大
府
特

別
支
援
学
校
（
大
府
市
森
岡
町
。

☎

０
５
６
２(

48)

５
３
１
１
）

▼
申
し
込
み　

電
話
で
体
験

入
学
先
の
学
校
へ
。
体
験
入
学

日
以
外
で
も
、
随
時
、
相
談
で

き
ま
す

象
と
し
た
相
談
会
で
す
。
県
の
特

別
支
援
学
校
教
員
な
ど
が
相
談
を

受
け
ま
す
。
秘
密
は
厳
守
し
ま

す
。　

▼
と
き　

①
７
月
25
日
（木）
②
７
月

26
日
（金）
、
午
前
10
時
〜
午
後
４
時

▼
と
こ
ろ　

一
宮
市
教
育
セ
ン

タ
ー
（
一
宮
市
若
竹
三
丁
目
）
▼

申
し
込
み　

６
月
10
日
（月）
ま
で

に
、
市
役
所
学
校
教
育
課
へ
（
電

話
可
）

教
育
相
談

市
役
所
学
校
教
育
課

☎

０
５
８
７(

32)

１
４
３
６

　

子
ど
も
の
就
学
や
障
害
な
ど
で

困
り
事
や
悩
み
事
が
あ
る
保
護
者

を
対
象
と
し
た
相
談
会
で
す
。
市

の
特
別
支
援
学
級
の
教
員
が
相
談

を
受
け
ま
す
。
秘
密
は
厳
守
し
ま

す
。

▼
と
き　

①
７
月
24
日
（水）
、
午
前

９
時
15
分
〜
午
後
４
時
②
７
月
26

日
（金）
、
午
後
１
時
〜
４
時
▼
と
こ

ろ　

勤
労
福
祉
会
館
▼
申
し
込

み　

６
月
27
日
（木）
ま
で
に
、
市
役

所
学
校
教
育
課
へ
（
電
話
可
）
▼

そ
の
他　

子
ど
も
の
都
合
が
つ
く

場
合
は
一
緒
に
参
加
し
て
く
だ
さ

い

　地方税法などの改正に伴い、条例の一部を改正しました。主な内容をお知らせします。

控除期間を３年延長
消費税率２％引き上げの負担に着目し、建物購
入価格の２％（2/3 ％×３年間）の範囲で減税

最大
40万円 40 40 40 40 40 40 40 40 40

１年目 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13

改正前の住宅ローン控除
住宅ローン残高（最大4,000万円）の１％を控除（最大40万円）

●住宅ローン控除の拡充のイメージ（一般住宅の場合）

度額は、一般住宅の場合 4,000 万円、認定住宅の
場合 5,000 万円（改正前の制度と同水準）

※ 入居 10 年目までは改正前の制度と同様の税額控除

（２） 子どもの貧困に対応するための個人住民税の
非課税措置

　子どもの貧困に対応するため、事実婚状態でない
ことを確認した上で支給される児童扶養手当の支給
を受けており、前年の合計所得金額が 135 万円以下
であるひとり親に対し、個人住民税を非課税としま
す（令和３年度分の個人住民税から適用）。

２　軽自動車税

（１） 需要平準化対策に係る環境性能割の臨時的軽減
　消費税率引き上げに伴う対応として、10 月 1日か
ら令和２年９月 30 日までの間に取得した自家用乗
用車（軽自動車）について、環境性能割の税率を１％
分軽減します。

（２） グリーン化特例（軽課）の見直し
　環境性能割の導入を契機に、自家用乗用車（軽自
動車）に係るグリーン化特例（軽課）の適用対象を、
電気自動車などに限定します。
　消費税率引き上げに配慮し、令和３年４月１日以
後に初回新規登録などを受けた自家用乗用車（軽自
動車）から適用します。

１　個人住民税

（１） 住宅ローン控除の拡充
　消費税率の引き上げに際し、需要変動の平準化の
観点から、住宅に関する税制上の支援策を講じます。

　消費税率 10％が適用される住宅の取得などをし
て、10 月１日から令和２年 12 月 31 日までの間に
居住の用に供した場合に適用します。

●控除期間を３年延長（10 年間 ⇒ 13 年間）
●  11 年目以降の３年間については、消費税率２％
引き上げ分の負担に着目した控除額の上限を設定

　※各年において、以下のいずれか少ない金額を
　　税額控除します
　　①建物購入価格の２％÷３年
　　②住宅ローン年末残高の１％

　３年間で消費税増税分にあたる「建物購入価格の
２％（2/3％×３年）」の範囲で減税します。
　ただし、住宅ローン残高が少ない場合はこれまで
どおり住宅ローン年末残高に応じて減税します。

　個人住民税については、所得税額から控除しきれ
ない額を、改正前の制度と同じ控除限度額（所得税
の課税総所得金額等の７％（最高 13.65 万円））の範
囲内で個人住民税額から控除します。

※ 建物購入価格、住宅ローン年末残高の控除対象限

稲沢市税条例の一部改正 問合先　市役所課税課　

☎

0587(32)1193
1001033

問合先　市役所商工観光課　

☎

0587(32)1332

プレミアム付商品券の制
度・手続きは、「広報いな
ざわ７月号」でお知らせし
ます

1005076

プレミアム付商品券参加店（取扱店）募集！
　消費税率引き上げに伴い、低所得者・子育て世帯向けにプレミアム付商品券
が販売されます。この商品券を利用できる店舗などを募集します。

▼ 対象　原則として市内にある事業所（金融業、風俗業、公序良俗に反する
事業を営む事業所を除く） ▼申し込み　６月３日 ( 月 ) ～ 28 日 ( 金 ) に、申込
書に記入の上、郵送（〒 492 ー 8525　稲沢市朝府町 15 ー 20）、または FAX
（0587(23)6200）で稲沢商工会議所へ（用紙は申込先にあります。市のホー
ムページからダウンロードもできます） ▼ 商品券の有効期限　10 月１日 ( 火 )
～令和２年２月 29 日 ( 土 )

プレミアム付商品券がお手元に届くように
　次のいずれかに該当する方で住民票の異動手続きをしていない場合は、６月
14 日 ( 金 ) までに手続きしてください。

①住民税非課税（課税基準日…平成 31 年１月１日）
②平成 28 年４月２日以降に生まれた子どもがいる
※ 住民票が異動できない方は問い合わせてください


